
広島県の中山間における急傾斜地域では，圃場整備に

伴い大規模な畦畔が数多く造成されている。人の背丈を

はるかに越すような大きな畦畔・法面に対して，これま

で一般的に行われてきた草刈りによる植生管理は，担い

手の高齢化や女性化に伴い困難になりつつある。こうし

た状況を放置すれば，畦畔・法面の荒廃化が予想され，

これまでの草刈り管理によって農家や非農家も含めた広

島県民が享受していた景観に対する便益を損ないかねな

い。確かに，防草シートのような非生物的資材のみによ

って畦畔・法面を管理することも考えられるが，草刈り

管理と比べて便益が非常に小さくなることが報告されて

いる（藤本，２００２）。

一方，広島県立農業技術センターでは，大規模畦畔を

省力的に管理し，かつ景観面に配慮することを目的とし

て，黒色の防草シート被覆（以下マルチ被覆と略）とシ

バザクラ栽植を組み合わせた管理技術を開発し，現在，

慣行の草刈りに代わる管理方法として普及しつつある。

しかし，草刈り管理と比較したこの技術の経営効果は不

明である。また，この技術は収益増を伴わないため，経

営効果の試算のみでは，農家の妥当な導入条件および改

善目標が示し得ない。さらに，これまで非生物的資材と

生物的資材を組み合わせた管理方法の便益の評価は報告

されていない。

そこで，本技術の農家経営に及ぼす効果の明確化，お

よび農家にとっての効用に着目した技術の導入条件と改

善目標の数値化を試みた。ここで用いた効用とは，技術

に対する農家の満足度を示し，効用の向上で満足度を高

め，技術の採用確率が向上することを意味する。さらに，

費用対便益の評価による本技術の導入条件の明確化を図

る。ここで用いた費用とは，１００m２当たりに必要な作業時

間と資材費とし，便益とは，傾斜度１／２０以上の山間地域

水田（広島県の水田の３２％）の大規模畦畔を保全するた

めに農家，非農家も含めた広島県民が税金として支払っ

ても良いと考える最高金額（以下WTPと略）とした。

方 法

調査�：農家経営に及ぼす効果
マルチ被覆とシバザクラ栽植を組み合わせた管理技術

と慣行の草刈り管理の経済性を比較して，経営効果を明

らかにする。

調査対象は，広島市安佐北区安佐町の大規模畦畔（７１１

m２：法長７．９m×長さ９０m）で２０００年４月に実施した現地

実証試験であり，これに要した作業時間と資材費を調査

した。なお，定植作業人員は１５名，栽植密度は８．３株／m２

である。

調査�：農家の効用に着目した技術の導入条件と改善目
標の数値化

農家の効用に着目した技術の導入条件と今後の改善目

標を数値化するため，選択型コンジョイント分析を用い

た。この方法は，計量心理学の分野で誕生し，主にマー

ケティングリサーチの分野で応用され，商品開発の目標

設定などに用いられている。近年，農業分野でも，イチ

ゴの高設栽培の評価において技術開発の目標値設定に応

用されている（仲・藤本，２０００）。

調査は，現地実証試験を行った広島市安佐北区安佐町

（２０００～２００１年：４，０１３m２栽植）において作業を経験し，

かつ今後の導入意向がある農家９戸を対象に，２００１年１２

月に実施した。この地域では，育苗と定植作業を共同で

行っている。本調査では，これらの共同作業は引き続き

実施することを前提とした。畦畔管理技術を，表１に示

す４属性をもつ商品と見立てて，各属性に４水準あるい

は３水準を設けた。これらを組み合わせた仮想的な技術
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を二つずつ提示し，いずれを選択するか，あるいはどち

らも選択しないかを質問し（図１），これを１農家当たり

１６問繰り返した。分析方法は次のとおりである。調査者

が観測可能な農家の効用を Vとし，間接効用関数（V）は

�式のような線型モデルを仮定した。ただし，CSTは

「定植資材費」，WHは「定植作業時間」，DYは「栽植維

持年数」，J１～J２は「定植後の除草」を区分するダミー変数

（J１＝「不要」，J２＝「除草剤のみ」）である。β１～５は推計

すべきパラメータである。

V＝β１CST＋β２WH＋β３DY＋β４J１＋β５J２ �

ここで，現状の技術水準において DY＝Xのとき，本技

術が選択される確率 P（DY＝x）を，次式によって求めた。

P（DY＝x）＝exp（V（DY＝x））／{exp（V（DY＝x））＋１｝ �
ただし，V（DY＝x）＝１．５β１＋２β２＋β３X

また，定植資材費が１千円減少する時に，定植作業時

間によって農家の効用（V）が当初と同じになるために

は，定植作業時間が０．１β１／β２だけ増加する必要がある。

つまり，定植資材費が１千円減少する技術の場合，定植

作業時間が０．１β１／β２未満の増加であれば農家効用は向

上するといえる。こうしたパラメータの比を，定植資材

費および定植作業時間を基準に算出し，各属性の技術改

善目標とした。

さらに，定植後の除草が不要となる時に，定植資材費

yと定植作業時間 xが増加しても農家効用が当初より向

上する組み合わせを次式によって求めた。

－β４＜０．０００１β１y＋β２x �

調査�：費用対便益の評価による本技術の導入条件
草刈り管理を対象とした，マルチ管理およびマルチ＋

シバザクラ管理技術の導入条件を明らかにするため，大

規模畦畔の管理として①草刈り管理，②マルチ被覆のみ

図１ 農家効用に着目した導入条件および改善目標の数値化に用いた選択型コンジョイント調査の質問様式（例）

表１ 農家効用に着目した導入条件および改善目標の数値化に用いた
選択型コンジョイント調査の属性と水準

問 ３つの中から最も好ましいと思う案に１つ○をつけてください。

↓ ↓ ↓

右の番号１つに○ １ ２ ３

属性名 水準１ 水準２ 水準３ 水準４

定植資材費a） ５千円 １万円
１万５千円
（現状）

２万円

定植作業時間a） ３０分／１０人 １時間／１０人
２時間／１０人
（現状）

４時間／１０人

植栽維持年数b） ５年 １０年 １５年 ２０年

定植後の除草 不要c） 除草剤のみd） 除草剤＋手取りe）

（現状）

技術案１

１万５千円

１時間

１５年

不要

技術案２

１万円

３０分

２０年

除草剤のみ

案３

どちらの

技術案でも

やりたくない

定植資材費

定植作業時間

植裁維持年数

定植後の除草

注a）育苗に必要な資材費と作業時間は含まない（単位：１００m２当たり）
b）５年間維持できることが確認されているが，どれくらい維持できるかは不明
c）定植方法やマルチの改善等により，植え穴からの雑草の発生がなくなる技術
d）雑草を除草剤ですべて枯らすことが可能となる技術
e）イネ科の雑草を除草剤で枯らし，その他の雑草は手取り除草

４４ 諫山ほか：マルチ被覆とシバザクラ栽植を組み合わせた大規模畦畔管理技術の多面的評価



の管理（以下マルチ管理と略），③マルチ被覆とシバザク

ラ栽植を組み合わせた管理（以下マルチ＋シバザクラ管

理と略）の３つを設定し，各方法により大規模畦畔を管

理する費用対便益を評価した。

調査対象は広島県民とし，郵送法によるアンケート調

査を実施した（２００１年１０月～１１月）。調査票は NTT電話

帳より無作為に抽出した６００世帯に配布した。

このような評価に一般的に適用されてきたのはコンテ

ンジェント評価法（Contingent Valuation Method：以下

CVMと略）である（藤本，１９９６；吉田ら，１９９７）が，本

分析では２つ以上の代替案を比較するため，CVMの変

形あるいは拡張である選択実験（Choice Experiments）を

適用した。Adamowiczら（１９９８）は，CVMとの比較にお

いて，選択実験の妥当性を明らかにしている。また，藤

本（２００２）は，この方法を適用して畦畔・法面の便益を

評価している。

まず，傾斜度１／２０以上の山間地域水田（広島県の水田

の３２％）の管理方法に関する代替案を以下のとおり５案

設定して（図２），耕作放棄される状況を基準とした農村

景観のWTPを推定した。

「代替案０」：田面も大規模畦畔も荒廃している耕作

放棄された状況

「代替案１」：田面は耕作されているが，大規模畦畔

は荒廃している状況

「代替案２」：田面は耕作され，大規模畦畔は草刈り

管理されている，今日の一般的な稲作が行われている状

況

「代替案３」：田面は耕作され，大規模畦畔は黒色の

マルチ被覆で管理されている状況

「代替案４」：田面は耕作され，大規模畦畔は黒色の

マルチ被覆とシバザクラ栽植を組み合わせて管理してい

る状況

調査票で求める内容の構成は次のとおりである。第１

は山間地域水田の持つ多面的な機能の重要性を問う設

問，第２は代替案０～４で管理された場合の景観の写真

を示して選好順位を問う設問，第３は選択実験の設問，

第４は回答者の属性を問う設問である。選択実験の設問

は次のとおりである。まず，「山間地域の水田の管理には

多くの労力を必要とします。そのため，生産費が高くな

るとともに，農家の高齢化などの影響により，水田が管

図２ WTPの計測のために大規模畦畔の管理方法として設定した代替案
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理されず荒廃するようになってきています。今後，広島

県が，いずれかの方法によって，荒廃を防ぐための新し

い事業を行うと仮定します。そのための資金としては，

皆様から新たな税金を徴収することとします。」と前提と

なる条件を示した。

次に，代替案１～４のうち２つと，代替案０の計３つ

の選択肢からいずれを選択するかを質問した（図３）。１

枚の調査票には，代替案１～４のすべての組み合わせを

比較できるように，質問を６回繰り返した。調査は２００世

帯ずつ３回に分けて実施した。増税額は代替案０には０

円を与え，代替案１～４の増税額はすべての代替案が選

択される確率がほぼ等しくなるように調査毎に設定し

た。

WTPの推定方法は次のとおりである。調査者が観察可

能な人々の効用を Vとすれば，間接効用関数（Vｊ）は�
式のように表すことができる。jは代替案，yは世帯当た

りの年間所得，Taxjは代替案 jの増税額，xは定数項や他

の個人属性である。代替案１が選択される確率Ｐ１は�式
となり，条件付きロジットモデルと呼ばれる。

Vｊ＝v（y‐Tａxｊ，j，x） j＝０，１，２，３，４ �
P１＝exp（V１）／Σｊexp（Vｊ） �

間接効用関数は�式のように定式化した。D１～D４は管

理方法を区分するダミー変数であり，添字は代替案を示

す。例えば代替案１が選択される時，D１＝１，D２＝０，

D３＝０，D４＝０となる。α０１，α０２，α１，α２，α３，α４は

推定すべきパラメータである。

Vj＝α０１（y‐Taxｊ）＋α０２（y‐Taxｊ）２＋α１D１＋α２D２

＋α３D３＋α４D４ j＝０，１，２，３，４ �

また，α１～α４は回答者の属性に依存するとし，�式の
ように定式化した。AGEは年齢，SEXは性別ダミー変数

（男＝１ 女＝０），HOUは持家か借家かのダミー変数

（持＝１ 借＝０），FAMは家族人数，FARは農家か非

農家かのダミー変数（農＝１ 非農＝０）を示す。

αｊ＝αｊ０＋αｊ１AGE＋αｊ２SEX＋αｊ３HOU＋αｊ４FAM

＋αｊ５FAR �

�式を�式に代入し，AIC（Akaike Information Criterion）

を最小化するように変数選択したうえでパラメータを推

定した。dV＝０とし，代替案 jで保全する場合のWTPｊを

（WTPｊ＝�Tax／�Dｊ）として推定した。ただし，所得

および属性変数には広島県全世帯の平均値を代入して

WTPを推計した。これは，NTT電話帳より標本抽出した

場合に起こる回答者属性の偏りを修正するためである。

次に，各畦畔管理方法の便益を以下の算出式によって

求めた。

「草刈り管理の便益」＝WTP２－WTP１

「マルチ管理の便益」＝WTP３－WTP１

「マルチ＋シバザクラ管理の便益」＝WTP４－WTP１

この結果と，「２．農家経営に及ぼす効果」の費用の調

図３ WTPの計測のために用いた選択実験調査の質問様式（例）

問６．３つの対策の中から最も好ましいと思う対策に一つ○印をつけてください。

増税額が大きすぎて，示された金額を負担するくらいなら，山間地域の水田（県全体の３２％）

が荒廃しても致し方ないと思う場合は，対策０を選択してください。
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査結果より，経過年数別の累積便益（千円／世帯／年）／累

積費用（円／１００ｍ２）を算出し，これを費用対便益とした。

結果および考察

調査�：農家経営に及ぼす効果
１００m２当たりのシバザクラ栽植に要する作業時間は，

育苗４．３時間，定植２０．８時間，合計２５．１時間で，定植作業

が約８０％を占めた。中でも，マルチ・足場設置作業に要

する比率が最も高く，次いで植付け作業，植穴開け作業

の順であった（表２）。資材費は，育苗２６４円，定植１６，０６８

円，合計１６，３３２円で，定植資材費がほとんどを占めた。

中でもマルチ資材費の比率が７７％で特に高かった（表

３）。定植後の管理については，定植１年目は，シバザク

ラの被度が低いため，植穴から発生する雑草の防除に資

材費１００円，作業時間１時間を要した。２年目は，シバザ

クラが植穴を覆うため雑草の発生が減少し，資材費２０円，

作業時間２５分となった。３年目以降は，植生を維持する

ための追肥が必要となった（表４）。作業労賃を１，０００円

／時間（「平成８年農業労賃・農作業料金に関する調査結

果」広島県農業会議）とし，慣行の草刈り管理に要する

作業時間を１００m２当り１時間／１００m２で年４回実施し，資

材費を１，１００円／年／１００m２とした場合，シバザクラ栽植累

積費用（初期費用４１，４３２円＋１年目１，１００円＋２年目４３７

円＋３年目以降８９７円×経過年数）と，慣行の草刈管理に

要する累積費用（５，１００円×経過年数）を比較すると，定

植後１０年経過時に両者の累積費用がほぼ等しくなる。

本技術の栽植維持年数については，現時点では明らか

になっておらず，経年の追跡調査が必要である。また，

本技術を実施する際には，マルチ被覆作業の効率化を図

る必要がある。崎山ら（１９７１）は組作業によって，移植

機の稼働率が増加することを理論的に実証している。し

たがって，マルチ被覆作業の際には，地域内で共同作業

が実施できる体制を構築することが望ましい。

調査�：農家の効用に着目した技術の導入条件と改善目
標の数値化

表５にパラメータの推計結果を示す。推定パラメータ

の符号は，定植資材費と定植作業時間に負，その他の属

性は全て正が期待されるものであるが，「定植後の除草が

除草剤のみ」を除いてはこの符号条件は満たされており，

表２ マルチ被覆とシバザクラ栽植を組み合わせた大規模畦
畔管理技術に要する育苗，定植作業時間（１００m２）

表３ マルチ被覆とシバザクラ栽植を組み合わせた大規模畦
畔管理技術に要する育苗，定植資材費（１００m２）

表４ マルチ被覆とシバザクラ栽植を組み合わせた大規模畦
畔管理技術に要する定植後の資材費・作業時間（１００m２）

資材名 費用（円） 比率（％）

育

苗

マサ土 ２８ ０．２

肥料 ４６ ０．３

１２８穴プラグトレイ １９０ １

小 計 ２６４ ２

定

植

マルチ １２，６００ ７７

竹ぐし ３３１ ２

PPひも ２６３ ２

肥料 ２，８７５ １８

小 計 １６，０６８ ９８

合 計 １６，３３２ １００

作業項目 時間（hr） 比率（％）

育

苗

培地調整・補充 ０．７ ３

挿し穂採取・調整 １．６ ６

挿し芽 １．６ ７

灌水 ０．３ １

小 計 ４．３ １７

定

植

マルチ・足場設置 ９．２ ３７

マルチ穴開け １．３ ５

植穴開け ３．１ １３

施肥 １．８ ７

植付け ５．２ ２１

小 計 ２０．８ ８３

合 計 ２５．１ １００

作業項目 資材費（円） 作業時間（分）

１
年
目

手取り除草 ― ５０

除草剤散布 １００ １０

合 計 １００ ６０

２
年
目

手取り除草 ― １５

除草剤散布 ２０ １０

合 計 ２０ ２５

３
年
目
以
降

手取り除草 ― １５

除草剤散布 ２０ １０

追肥 ３７２ ５

合 計 ３９２ ３０
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t値から有意差があることが確認された。モデル全体の

フィットネスを表す修正ρ２は０．１６１であることから，あ

てはまりが良好な水準である（J. Huber and K. Zwerina，

１９９６）。その後の聞き取り調査により，「定植後の除草が

除草剤のみ」のパラメータが負になった理由として，農

家は強力な除草剤の使用に対して懸念していることが示

唆された。

このパラメータを�式に代入した結果，現在の技術水
準（１００ｍ２あたり定植資材費１．５万円，定植労働時間２時

間／１０人，定植後の除草「除草剤＋手取り」）において，

本技術の選択確率が５０％以上となるためには，９年以上

の栽植維持年数が必要となることが明らかとなった。調

査Ⅰの結果では，定植後１０年経過時に草刈り管理と本技

術の累積費用がほぼ等しくなることから，１０年以上の植

栽維持年数であれば，農家経営，農家効用の両面から導

入可能であるといえる。

また，農家効用が向上するためには，今後，各属性に

ついて技術改善する必要がある。この際，定植資材費あ

るいは定植作業時間が逆に増加しても農家効用が低下し

ない上限値を表６に示す。例えば，マルチ等の改良によ

り定植資材費が１千円減少する技術の場合，定植作業時

間が０．３４時間未満の増加であれば農家効用は向上する。

また，マルチの設置方法や定植方法の改善により定植作

業時間が１時間減少する技術の場合，定植資材費が２，９７５

円未満の増加であれば農家効用は向上する。

さらに，�式より，定植後の除草が不要となる技術を
開発する場合，次式を満たす範囲内で定植作業時間 x

と定植資材費ｙを増加させるのであれば農家効用は向上

する（図４）。

y＜－２，９７３x＋５，６５４

例えば，定植作業時間の増加が１時間の場合，定植資

材費の増加が２６８１円未満であれば，定植後の除草が不要

となる技術に対する農家効用は向上する。

今後，技術改善する場合には，ここで示した数値目標

と改善の容易性等を考慮に入れることで，効率的に技術

改善ができると考えられる。

調査�：費用対便益の評価による本技術の導入条件
調査票の回収率は５６．７％，有効回答率は４７．２％であっ

た。

間接効用関数のパラメータの推定結果を表７に示し，

代替案１～４のWTPの推定結果を表８に示す。田面は

表５ 農家効用に着目した導入条件および改善目標の数値化
のための選択型コンジョイント分析におけるパラメー
タの推計結果

図４ マルチ被覆とシバザクラ栽植を組み合わせた畦畔管理技術において
定植後の除草が「不要」となる技術が農家効用を高める条件

表６ マルチ被覆とシバザクラ栽植を組み合わせた畦畔管理
技術における各属性の技術改善目標

変数 推定値 t値

定植資材費 （単位：万円） －０．７８７ －５．０９５

定植作業時間（単位：時間） －０．２３４ －２．６８６

植栽維持年数（単位：年） ０．１８９ ３．４３５

定植後の除草が不要ダミー ０．４４５ ４．７２１

定植後の除草が除草剤のみダミー －０．０９７ －３．８６１

属性名 改善水準
定植資材費a）

を基準とした
上限値（円）

定植作業時間a）

を基準とした
上限値（時間）

定植資材費 １千円減少 ― ０．３４

定植作業時間 １時間減少 ２，９７５ ―

植栽維持年数b） １年延長 ２，４０２ ０．８１

定植後の除草 不要 ５，６５２ １．９０

定植後の除草 除草剤のみ －１，２３３ －０．４１

注）a），b）は表１に同じ

４８ 諫山ほか：マルチ被覆とシバザクラ栽植を組み合わせた大規模畦畔管理技術の多面的評価



耕作し，畦畔は慣行の草刈り管理する場合のWTPは９４

千円／世帯／年であるが，法面が荒廃すると５１千円／世帯／

年（対草刈り管理の５４％）に低下する。マルチ被覆のみ

のWTP（６７千円／世帯／年）は法面荒廃よりも高くなるが，

草刈り管理の７１％に低下する。しかし，マルチ被覆とシ

バザクラ栽植を組み合わせると，WTPは１１７千円／世帯／

年（対草刈り管理の１２４％）に増加する。したがって，草

刈り管理の便益は４３千円／世帯／年，マルチ管理の便益は

１６千円／世帯／年，マルチ＋シバザクラ管理の便益は６６千

円となる。

費用対便益の算出結果を図５に示す。草刈り管理と比

較して費用対便益がほぼ等しくなるのは，マルチ管理で

１４年経過時，マルチ＋シバザクラ管理で６年経過時であ

る。また，同一経過年数別に比較すると，マルチ＋シバ

ザクラ管理はマルチ管理よりも費用対便益が高い。

摘 要

広島県の急傾斜地域における圃場整備水田を対象とし

た，マルチ被覆とシバザクラ栽植を組み合わせた大規模

な畦畔管理技術の多面的評価を行った。

１．本技術は，農業経営・農家効用の両面からみて栽植

維持年数が約１０年以上であれば導入できる。

２．本技術を改善するための目標値の数値化を行った。

例えば，定植資材費を１，０００円減少させる場合，定植

作業時間の増加は０．３４時間未満が目標値である。ま

た，定植後の除草を不要にする場合，定植作業時間

が１時間の増加であれば，定植資材費の増加は２，６８１

円未満が目標値である。

３．本技術は，栽植維持年数が６年以上の場合，費用対

便益から評価すると，慣行の草刈り管理，並びに省

表７ WTPの計測のための選択実験調査におけるパラメー
タの推定結果

表８ 選択実験調査によるWTPの推定結果

図５ 各大規模畦畔管理技術の費用対便益

パラメータ 推定値 t‐値

α０１ y-tax ０．１０４ ７．５８９

α０２ （y-tax）２／１０００ ０．０１４ １．９７９

α１０ D１ ０．４７４ ２．４９２

α１４ FAM＊D１ ０．０７３ １．４６８

α１５ FAR＊D１ －０．４０５ －２．１４４

α２１ AGE＊D２ ０．０２４ ５．７０６

α２４ FAM＊D２ ０．１２２ ２．８２３

α２３ HOU＊D２ －０．５２０ －２．０７５

α３１ AGE＊D３ ０．０２１ ８．０２３

α３２ SEX＊D３ －０．４６２ －２．７１８

α４０ D４ ０．９５３ ２．４５３

α４１ AGE＊D４ ０．０２１ ３．３３５

α４３ HOU＊D４ －０．８６７ －３．５３０

サンプル数（ν） １７０５

対数尤度（logL） －１７８５．１６

AICa） ２．１０９

代替案
田面の
状況

大規模畦畔の状況 WTP千円／世帯／年

代替案０ 荒廃 荒廃 ０（ ０）

代替案１ 耕作 荒廃 ５１（５４）

代替案２ 耕作 草刈り管理 ９４（１００）

代替案３ 耕作 黒色のマルチ被覆 ６７（７１）

代替案４ 耕作
黒色のマルチ被覆
＋シバザクラ植栽

１１７（１２４）

注）（ ）内は「代替案２」を１００とした指数である

注）D１～D４は管理方法を区分するダミー変数，AGEは年齢，SEX
は性別ダミー変数，HOUは持家か借家かのダミー変数，FAM
は家族人数，FARは農家か非農家かのダミー変数を示す。

a）AIC＝－２logL＋２ν
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力化のみを目的としたマルチ被覆のみの管理よりも

効率的な管理方法である。
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Toshiyuki ISAYAMA, Tohru HOSINA and Hideki SHIMOZAWA

Summary

Multipul estimations of a vegetation management for large levee slopes which combined multi-covering and moss

pink planting for a land consolidation of Hiroshima prefecture was enforced for laborsaving and environmental benefits.

The results are summarized as follow :

１．This vegetation management can be introduced if maintenance years are about ten years or more, in view of an

agricultural management and a farmhouse utility.

２．The aiming value for improving this management was decided. For example, the aiming value of planting time is

less than 0.34 hours, in the technical improvement which decreases planting expense by 1,000 yen. Moreover, the

aiming value of planting expense is less than 2,681 yen, if planting time is the increase in 1 hour in the technical

improvement which makes weeding out after moss pink planting unnecessary.

３．Examined for the benefit-cost ratio, the vegetation management is more efficient than both of a typical mowing and

a multi-covering management for laborsaving when maintenance years for large levee slopes are above six years.

Key words : vegetation management, multipul estimations, moss pink, multi-covering, agricultural management,

farmhouse utility, conjoint analysis, benefit-cost ratio

Multipul Estimations of a Vegetation Management for Large Levee Slopes
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